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農業労災事故補償保険の種類

■労働者災害補償保険

１．農業従事者労災保険(特別加入） ➡ ①特定農作業従事者

②指定農業機械作業従事者

２．複数事業労働者への労災保険

■JＡ共済

１．農作業中傷害共済

２．特定農機具傷害共済 ➡ ①個人加入契約

②農機具購入時機械に付保 (JA全農対応）
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農業労災保険加入等の状況
出所：令和2（2020）年度「労働者災害補償保険事業年報」

■労災特別加入
一人親方等／団体数／ 合計 3,587
一人親方等／加入者数／合計 654,148人

■農業労災特別加入
〇特定農作業従事者◆団体数 440 ◆加入者数 65,589人
〇指定農業機械作業従事者◆団体数 392 ◆加入者数 29,980人

◆加入率7.0％
※令和2(2020)年基幹的農業従事者数は136万人 (出所：農林水産省統計「(1)基幹的農業従事者」）
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ＪＡ共済「特定農機具傷害共済」・「農作業中傷害共済」の
加入状況と事故支払い給付額の状況（令和2年）

出所：全国共済農業協同組合連合会

次の二つの共済は、全国すべてのＪＡ（507）が取扱できる
■特定農機具傷害共済
〇加入者数◆225,387人 (加入率16.5％） ◆神奈川県 121人 ◆JAはだの 19人

〇事故支払い給付額◆ 53,055,750円 ◆神奈川県 195,000円 ◆JAはだの 0円

※上記のほか、農機具をJAで購入時に付保している契約は、神奈川県2,750件、事故支払い給付額97,500円

■農作業中傷害共済
〇加入者数◆66,146人 (加入率4.8％） ◆神奈川県 2,870人 ◆JAはだの 2人

〇事故支払い給付額◆645,937,750円 ◆神奈川県 14,328,000円 ◆JAはだの 0円

※加入率は令和2(2020)年基幹的農業者従事者数136万人を基準とした。
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ＪＡ共済：「特定農作業従事者保険」の上乗せ補償として活用の位置づけ

出所：JA全共連「傷害共済」パンフレット
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ＪＡ共済：「指定農業機械作業従事者労災保険」の上乗せ補償としての活用の位置づけ

出所：JA全共連「傷害共済」パンフレット
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JＡはだの農業労災保険の取り扱い状況について
－秦野市農協農業労災組合-1977年8月設立-

農業労災保険加入状況
年次別給付日額別加入者表
年代別事故発生件数・事故の種類等年次別表
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1977年8月設立

秦野市農協農業労災組合スタート

出典:農作業安全情報センター
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JAはだの農業労災保険加入状況 2019年－2024年
【表１】農業労災加入者数・加入率年次別表 (単位：人・％）

項目／年
2024

2023 2022 2021 2020 2019
加入者 構成比

特定 607 62.6% 636 640 652 665 713

(内男性） (480) (79.1%) (502) (502) (509) (516) (556)

（内女性） (127) (20.9%) (134) (138) (143) (149) (157)

指定 363 37.4% 347 334 322 310 276

(内男性） (296) (81.5%) (284) (266) (262) (254) (226)

（内女性） (67) (18.5%) (063) (68) (060) (056) (050)

合計 970 983 974 974 975 989

正組合員数 2,666 2,753 2,816 2,864 2,837 2,918 

加入率 36.4% 35.7% 34.6% 34.0% 34.4% 33.9%

※特定農作業従事者は、年間農産物販売額300万円以上又は経営耕地面積2ha以上などの自営農業者を加入要件
としていますが、秦野市は要件に満たない農業者が多いため生産組合を単位としています。

9



年次別給付日額別加入者表 2019年－2024年
【表２】給付日額別加入者数年次別表 (単位:円・人・％）

給付日額／年
2024 2023 2022 2021 2020 2019

特定 構成比 指定 構成比 特定 指定 特定 指定 特定 指定 特定 指定 特定 指定

25,000 0 － 0 － 0 0 1 0 1 0 1 0 1 0

20,000 1 0.2% 1 0.3% 1 0 1 0 1 0 1 0 1 0

18,000 0 － 2 0.6% 0 1 0 1 0 1 0 1 0 2

16,000 3 0.5% 0 － 1 1 1 1 1 1 1 1 0 0

14,000 3 0.3% 0 － 3 1 2 3 1 1 1 1 2 1

12,000 1 0.2% 1 0.3% 3 1 2 1 3 1 4 1 3 0

10,000 73 12.0% 35 9.6% 81 36 93 34 93 38 108 37 116 34

9,000 6 1.0% 1 0.3% 6 1 6 1 7 0 5 0 6 0

8,000 20 3.3% 14 3.9% 19 13 24 13 23 13 20 13 19 13

7,000 23 3.8% 4 1.1% 28 4 29 4 31 4 30 4 35 6

6,000 97 16.0% 23 6.3% 108 24 111 28 130 36 141 36 150 35

5,000 187 30.8% 68 18.7% 199 68 191 73 185 68 178 65 202 60

4,000 22 3.6% 3 0.8% 19 4 18 5 19 3 18 6 16 7

3,500 171 28.2% 211 58.1% 168 193 161 170 157 156 157 145 162 118

計 607 363 636 347 640 334 652 322 665 310 713 276

合計 970 983 974 974 975 989
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年代別事故発生件数・事故の種類等年次別表 2019年－2024年

【表３】年代別・年次別事故発生件数表 (単位:人）

年齢／年 2024 2023 2022 2021 2020 2019

20歳代 － 1 － － － －

40歳代 － 2 4 1 － －

50歳代 － － 2 － 1 2 

60歳代 － 6 4 1 2 4 

70歳代 － 8 9 6 5 6 

80歳代 － 3 6 4 2 3 

90歳以上 － － － 1 － －

事故発生件数 － 20 25 13 10 15

(内男性） － (17) (23) (12) (6) (12)

（内女性） － (3) (2) (1) (4) (3)

【表４】事故発生時間・事故の種類・休業補償の年次別表 (単位:人）

項目／年 2024 2023 2022 2021 2020 2019

発
生

午前 － 8 10 10 7 4

午後 － 12 15 3 3 11

事
故
の
種
類

草刈り － 6 3 － － 5

高所 － 4 6 6 2 3

耕運 － 2 9 2 2 3

その他 － 8 16 4 6 4

休
業
補
償

あり － 7 10 8 2 6

なし － 13 5 － 3 5

治療中 － － 10 5 5 4

※治療中は、その年度中に完治していない場合がある。
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特別加入者に対する保険給付の種類給付について

農業者のための特別加入のしおり 出所：厚生労働省
・保険給付の種類
・支給事由
・給付内容
・特別支給金
・具体的な例（給付基礎日額10,000円の場合）
・農作業死亡事故の発生状況と補償給付の状況（令和2年）
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農業労災保険の注目点 (出所:農林水産省、厚生労働省パンフレット）

－必見！農業者の皆さん労災保険の特別加入をご存じですか？－

労災保険は、本来、労働者の負傷、疾病、障害、死亡など
に対して保険給付を行う制度ですが、加入義務のない農
業者の方も、一定の要件のもとに特別加入という形で任
意加入できます。
療養・休業給付から遺族給付まで 手厚い補償があります。
平成30（2018）年度から、農産物を市場等まで運ぶ出荷作
業、出荷 作業後に行われる販売作業も対象になりました。

13



特別加入者に対する保険給付の種類給付一覧表 出所：農業者のための特別加入のしおり 厚生労働省
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スライドのタイトル
を追加 - 7
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農作業死亡事故発生状況と補償給付の状況

■補償給付合計 １５件

内訳

特定農作業従事者 １２件

指定農業機械作業従事者 ３件

補償給付率5.5％
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農業労災の制約要因の改善と
加入促進方策の改善について

加入促進しない要因
加入促進方策
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１．農業労災の制約要因 －加入促進しない要因－

• 日本の農作業安全対策事業費削減 （2011年度1.2億円→2024年度0.25億円）

• ２０１０年より運動展開した「農作業安全確認運動」への理解不足
(2022年農業従事者10万人当たりの死亡者数（11.1人）は過去最悪）

• 春・秋農作業安全確認運動にJAや農業者などに浸透していない。

• ＪＡなどに農業労災事務組合が設置されているが機能していない。

• JA共済「特定農機具傷害共済」・「農作業中傷害共済」等を推進

• 農業者が労働保険の特別加入できることを知らない。また、どこで加入手続きがで
きるかわからない。

• JA共済「特定農機具傷害共済」・「農作業中傷害共済」で対応されている。
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２．農業労災の加入促進方策

• 農業労災と共済・保険の仕組みの違いの理解と労災事務組合の設置

• 複数事業労働者への労災保険給付制度の理解（2020年9月1日施行） ※注１

• 集落組織（生産組合・農家組合・実行組合など）への理解促進（地域営農集団）

• ＪＡ組織内に「農業労災対策委員会(仮称）」等を設置

• 効果的なナッジを活用した行動変容促進手法の活用

• 農作業の安全確保・補償対策は農水省が役割を果たし厚生労働省と連携して制度充実
を確立する必要がある。

• 国内外の先進事例の推進
－本学会表彰受賞組織の事例やシンポジュウム報告などに学ぶ－
（1）国内優良事例…広島県「たんぽぽ会」、鹿児島県農協中央会、福岡県「労災事務センター」
（2）国外優良事例…アイルランド、大韓民国
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※注１ 労働者災害補償保険法の改正ポイント
引用：複数事業労働者への労災保険給付 －わかりやすい改正－ 厚生労働省・都道府県労働局・
労働基準監督署 2020年9月施行 https://www.mhlw.go.jp/content/000662505.pdf

• 複数事業労働者の方やその遺族等の方への労災保険給付は、全ての就業先
の賃金 額を合算した額を基礎として、保険給付額を決定します。

• けがや病気が発生したときに、事業主が同一でない複数の事業場で就業してい
る方が 対象ですが、特別加入されている方（労働者として働きつつ特別加入さ
れている方、複数の特別 加入をされている方。）けがや病気の原因の発生時に
事業主が同一でない複数の事業場で就業していた方も対象です。

• １つの事業場で労災認定できない場合であっても、事業主が同一でない複数の
事業 場の業務上の負荷（労働時間やストレス等）を総合的に評価して労災認定
できる場 合は保険給付が受けられます。

• これらの改正は、2020年９月１日以降に発生したけがや病気等について対象と
なりま す。21



優良事例の活用による加入促進について

社労士法人と県農協中央会の連携
県農協中央会の主体的な取組み
社労士による「労災事務センター」運営

省庁の壁を越えたリーダーシップの発揮の取り組み
法整備による国を挙げた横断的な取組み
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事例１：ワンストップで適切な加入促進が可能となる

広島県労働保険事務組合たんぽぽ会

• 平成20（2008)年4月に「特定農業従事者」用の特別加入団体・一人親方
組合「アグリ安全協会」が設立された。

• また、平成21（2009）年4月に「指定農業機械作業従事者」用の特別加入
団体の県下統一として、「広島県内農業従事者労災保険加入組合」を設
置した。

• 平成22(2010)年4月には、その他「中小企業」用の「労災保険事務組合た
んぽぽ会」を設立し、ワンストップで適切な加入促進を可能した。

• 以上により、農作業安全対策と農作業事故補償対策に取り組んでいる。
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事例２：県農協中央会の主体的な取組み

鹿児島県農協中央会の取り組み

• 2010年県中央会内に「鹿児島県農業労働保険事務組合」「鹿児
島県農業労働保険加入組合(特定農作業）」を設置し、県内全域
を加入対象にした。さらに、2012年に「鹿児島県農業労災保険加
入組合」を社会保険労務士の指導を受け設置した。

• 県中央会と単位JAの協同組合らしいネットワークづくりで成果を
上げ、農家組合員からも高い評価を受けている。
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事例３：福岡県「農業労災事務センター」の取り組み

• 労災保険特別加入の手続きの流れは以下の通りです。農業者の労災保険特別加入は、厚生
労働大臣が認可する「特別加入団体」を通じて加入することが必要です。

• 農業労災事務センターは、その認可を受け、福岡県内の複数のJAと提携している「特別加入団
体」です。加入申し込みや事故申請など、労働基準監督署への必要な手続きは、農業労災事務
センターの社会保険労務士が行ないますのでご安心ください。

引用：https://nougyorousai.com/
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国外事例１：アイルランド 出所：日本農業新聞 2022.11.28

省庁の壁を越えたリーダーシップの発揮し、農家の意識改革に取り組み

• 農作業安全確保は農業省が役割を果たし他省に属する安全衛生
局が（HSA)が職場の安全について法的な責任を負う機関となって
いる。

• 政策手段を駆使して変化をもたらし、（1）省庁の垣根を越えた専門
の仕組みをつくる。（2）農家の安全行氏を変えること。（3）教育研修
を充実させること。農業に関連したイベントで農場の安全性を議論
し常識を変える。規制だけでははなく教育で役割発揮を果たす。ア
イルランドでは、農業教育の中で安全の大切さを必修科目として教
えている。26



出所：山田優 農業労災学会ワークショップ報告 2023.4.28

◆山田報告（第2報告）：省庁の横断的な取組みと教育

• 農作業安全対策は、「農業省」が役割を果たしてきたが、「安全衛生局（HSA)」が職場
安全について法的な責任を負い、「農作業安全担当大臣」が農作業安全の指揮官として
活躍している。

• 省庁の垣根を越えた専門の仕組みをつくり、農家の農作業安全意識を変えるためにあらゆ
る機会を通じて、研究・教育を充実しようと努めている。

• 過去10年間の平均20人／年間が農作業事故による死亡者を10人まで減少させている。

• 以上の成果は（1）ナッジ理論に基づく「農家の農作業安全意識啓発」（2）農業大学
などの「農業教育のなかで農作業安全の大切さを必須科目」（3）政策として「政府機
関が農地巡回や監査を実施」が評価できる。
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国外事例２：大韓民国 出所：農業労災研究 第10巻 第1号 72頁～86頁

農漁業者安全保険法が公布され、法的根拠に基づき予防策を具体化し、農業振
興庁・自治体・保険会社・農協が中心となって横断的に取り組んでいる。

「農漁業者安全災害保険」に加入できる対象者

・農漁民と農漁業勤労者の農漁業作業中による負傷・疾病・障害または死亡を補償するための農
業者及び漁業者が加入する保険である。

「農漁業者安全災害保険」の加入できる条件

・満15歳～87歳（ただし一部商品は満84歳）で営農に従事する農業者を被保険者とする契約
である。「一般1型は満15歳～87歳、一般2型・一般3型・労災型は満15歳～84歳」

「農作業勤労者安全災害保険」

・満15歳～87歳の農業勤労者（90日未満）を雇用した経営主である農業者で、保険請求手
続きは保険加入者が行う。農作業中に事故に遭ったことを明らかにして、農協に請求して各種補償
を受け取ることができる。
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法整備による国を挙げた横断的な取組み

• 農漁人安全保険法（2016）により農作業安全災害予防事業の根
拠が用意され、農業振興庁や自治体、農協が中心となって取り
組んでいる。また、農作業安全予防推進強化法により2027年ま
でに取り組むべき安全災害予防開発、技術普及指導、教育・広
報の分野別に詳細な推進計画を立てた専門人材養成などがあ
る。

• このように国を挙げた横断的な取組みにより、農業労働災害保
険加入において、加入率80％を達成している京畿道坡州市のヨ
ンチョン畜産農協がある。参考にしたい。
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農作業が安心してできる環境を
次世代に！

ご清聴ありがとうございました。
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